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第 1 章 研究の背景  
在宅要介護高齢者における評価は，対象者の生活環境での日常生活活動  (以下，
ADL; Activities of Daily Living) / 手段的日常生活活動  (以下， IADL; Instrumental 
Activities of Daily Living) の遂行状況を観察することで，能力をいかに効率良く活
用させているかを把握することが重要となる．  
本論文では，作業遂行能力評価法である Assessment of Motor and Process Skills (以
下，AMPS) を活用することで，1) AMPS と健康関連 QOL との関連性，2) AMPS
と要介護度との関連性，3) 要介護高齢者の作業遂行能力向上のための効果的なア
プローチの 3 点について検討することを目的とした．  
 
第 2 章 作業遂行能力と健康関連 QOL との関連性 (研究 1) 
目的 1 に対応する研究として，AMPS の基準値を満たす者と満たさない者（2 群）
の健康関連 QOL へ及ぼす影響について，要介護高齢者 112 名  (男性 54 名，女性
58 名 ;  75.5±6.1 歳 ) を対象に検討した．その結果，運動技能については，2 群の
間で有意差を認めた SF-8 下位項目は，日常役割機能－身体（RP），活力（VT）で
あった．プロセス技能については，2 群の間で有意差を認めた SF-8 下位項目は，
身体機能（PF），活力（VT），社会生活機能（SF）精神的サマリースコア（MCS）
であった．作業遂行能力の程度は，健康関連 QOL と有意な関連を示した．そして，
健康関連 QOL を維持するには，一定の作業遂行能力を確保することが重要である
ことが明らかになった．  
 
第 3 章 作業遂行能力の基準と要介護高齢者の諸特性との関連性 (研究 2) 
目的 2 に対応する研究として，AMPS の基準値を満たす要介護高齢者の諸特性と
の関連性について，要介護高齢者 301 名  (男性 156 名，女性 145 名 ; 75.6±7.1 歳 ) を
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対象に検討した．その結果，判別分析による正判率および ROC 曲線から識別した
AMPS のカットオフ値，感度，特異度を表すことができた．AMPS の測定値は，わ
が国の要介護度分類との関連が認められた．したがって，要介護度悪化の兆しの
早期発見にも繋がり，スクリーニング手法としても有効であることが明らかにな
った．  
運動技能とプロセス技能の比較では，プロセス技能スコアの方がカットオフ値
を満たす者の割合が多かった．運動技能スコアは,カットオフ値よりも大幅に低い
結果となった．したがって，運動技能を向上させる取り組みの必要性が確認され
た． 
 
第 4 章 作業遂行能力に関連する要介護度および心身機能 (研究 3) 
目的 3 に対応する研究を第 4 章と第 5 章で報告した．  
第 4 章は，要介護高齢者 123 名  (男性 67 名 ,  女性 56 名 ; 76 .3 ± 6 .3 歳 )  を対
象に共分散構造分析 を用いて， A MP S，要介護度， バランス 能力の相互 関
連性につい て 検討した．その結果，年齢， B B S，要介護度， A MP S (運動技
能とプロセ ス技能 )  のモデルが 構築され た ．バラン ス能力を 向上させる
こ とで， A MP S 運動技能向上の 可能性が 確認された ．  
 
第 5 章 日常生活における運動技能改善を目的とした作業療法アプローチ(研究 4) 
70 歳代前半の頚部脊柱管狭窄による頚椎症性脊髄症と診断された男性を対象に
運動技能改善を目的とした 6 カ月間の訪問リハビリテーションを実施した．訪問
リハビリテーションでは，AMPS 評価に基づいて，運動機能訓練，自助具による手
指の把持機能の代償，治療的作業を用いて介入を行った．その結果，食事遂行に
おける運動技能の改善を認めた．  
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第 6 章 総合論議  
 本論文において，研究 1 から研究 4 の結果から得られた知見により，要介護高
齢者の作業遂行能力の特徴が明らかになり，通所リハビリテーションや訪問リハ
ビリテーションでの支援方策を具体化することができた．特に運動技能を向上さ
せることが，要介護度の重度化予防の支援方策として必要であることが明らかに
なった．運動技能の低下が進行し，要介護度の重度化を招く可能性のある要介護
高齢者は，バランス能力の低下が見られること，重度要介護高齢者に対する運動
技能に対するアプローチは，代償アプローチが有効であることが確認できた． 
本論文から，他職種と連携した筋力訓練やバランス能力へのアプローチと，作
業療法士による要介護高齢者の生活環境の設定や工夫および自助具を活用した身
体機能の代償アプローチの必要性について提案した． 
 
